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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

1 総 収集・運搬業務

安全且つ効率的な収集・
運搬を実施し、清潔で安
全な市民生活環境を守
る。

市民・
市内事
業者

定
例
定
型

賃貸借契約（契約～
借上料の指定口座振
込：４地権者）

借り上げ期間

平成２２
年４月１
日～２３
年３月末
日

平成２２
年４月１
日～２３
年３月末
日

24,103
安全且つ効率的な収
集運搬に努めた。 Ａ 計画的な収

集・運搬日数
２５９日 22,294 未 高 高 高 拡大 有り

増や
す

1 収集・運搬業務
水質検査
（委託）

検査回数
１２回／
年

１２回／
年

24,103
ごみの収集・運搬の
実施

収集・運搬す
るごみ量

53,270
㌧

22,294 可
必
要

可
不
可

無 有り 24

大型ごみ個別収集に
ついて、民間委託・
さらなる再任用職員
の活用を検討する。

維持

1 収集・運搬業務
処分場の管理（補修
材料等の購入：保守
管理ための除草）

除草回数 年４回 年４回

戸別訪問をし、声か
けをしてごみを収集
し安否の確認をす
る。

利用者世帯数
１８０世
帯

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
今後増加傾向が見込
まれるため、収集体
制等の検討が要

増や
す

1 収集運搬業務
品目別にごみ等を調
査し、月毎の資料を
作成

資料作成回数 年１２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1 収集運搬業務
ごみの収集、運搬、
処理に関する統計の
作成

作成時期 ６月 ６月
自治会等で実施する
清掃ごみの収集・運
搬

依頼による臨
時の収集・運
搬件数

年１３０
件

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1 収集運搬業務
催事等の主催者から
の依頼による収集・
運搬

依頼による臨
時の収集・運
搬件数

年８件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1 収集運搬業務
市民及び事業者の直
接搬入ごみの受入を
行う。

受入件数
32,000
件

35,022
件

事業活動により生じ
たごみの計量調査

計量調査件数 年７０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1 収集運搬業務

一般廃棄物収集運搬
許可業者のごみ搬入
が適正に行われてい
るか検査・指導をす
る。

検査回数 年６回 年９回
職員や市民からの情
報収集

情報件数 年２０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1 収集運搬業務
一般廃棄物のごみ計
量を行い、手数料を
徴収する。

徴収件数
45,000
件

45,286
件

事業者に対し、ごみ
清掃手数料の賦課・
徴収

排出事業者か
らの手数料徴
収件数

年１５件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1 収集運搬業務

寒川町の許可業者、
町民及び事業者が直
接搬入する一般廃棄
物の受入業務を行
う。(減免含む。）

受入件数 8,200件 7,345件
収集・運搬業務に支
障のない職員配置の
策定

職員の配置替
回数

年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1 収集運搬業務
（事業No.622から
統合）

収集運搬業務に携わ
る職員の配車表作成

配車表の作成
回数

年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

601 総
安心まごころ収
集の実施

ごみや資源物を集積場所
まで持ち出すことが困難
な世帯に対し市民生活の
向上を図る。

障害者
や高齢
者等

定
例
定
型

高齢者やごみ出しが
困難な世帯に対して
ごみの個別収集を
行った。

Ａ

601
安心まごころ収
集の実施

搬入ごみの賦課、徴
収等に係る収納業務
を行う。

徴収件数
45,000
件

45,286
件

（事業No1へ統合）

2 総
収集・運搬業務
の民間活用

安全且つ効率的な収集・
運搬を実施し、清潔で安
全な市民生活環境を守
る。

市民・
市内事
業者

政
策

寒川町の町民及び事
業者が直接搬入する
一般廃棄物の計量を
行い、手数料を徴収
する。

徴収件数 4,800件 6,552件 220,790
資源物の収集業務を
委託により行った。 Ａ

収集・運搬状
況

新たな分
別方法で
の収集・
運搬の全
市での試
行

313,817 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

2
収集・運搬業務
の民間活用

220,790
資源物の収集・運搬
の民間委託

びん・かん、
ペットボト
ル、古紙、ダ
ンボール・紙
パック、衣
類・布類の収
集回数

年１３０
０回

313,817 済
必
要

更
可

不
可

無 なし 24
新たな分別品目につ
いて民間活用の方向

増や
す

3 総
不適正排出者に
対する啓発業務

分別収集計画に基づき適
正な排出を徹底させる。

市民・
市内事
業者

定
例
定
型

職員の安全衛生管理
のため、安全衛生委
員会を実施する。

開催回数 年１２回 年１２回 1,140

不適正排出物に啓発
シールを貼る等の排
出指導によりごみの
分別がされている。

Ａ

ごみと資源の
分け方・出し
方
収集カレン
ダー
啓発シール

分け方出
し方
131,00
0部
収集カレ
ンダー
14,900
部
啓発シー
ル貼付件
数

4,243

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

3
不適正排出者に
対する啓発業務

（事業No.888庁内
共通庶務から分割）

1,140
分け方・出し方の守
られていないごみ等
に啓発シールを貼付

啓発シール貼
付件数の増減
割合

対前年度
比０％
12,533
箇所

1,575

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

3
不適正排出者に
対する啓発業務

「ごみと資源物の分
け方・出し方」の作
成

市民向パンフ
レットの作成

121,00
0枚 1,658

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

3
不適正排出者に
対する啓発業務

各種技術者会に参加 負担金
４８１千
円

２１４千
円

職員及び環境指導員
による排出指導

不適正排出箇
所

５１６箇
所

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
不適正排出者に
対する啓発業務

設置指導や不適正排
出場所の調査、改善

調査の実施回
数

年１５０
回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
不適正排出者に
対する啓発業務

（事業No.888庁内
共通庶務から分割）

ごみと資源物の年間
収集日程表を市内８
地区別に作成

地区別収集カ
レンダーの作
成枚数

年
151,00
0枚

1,010

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

602 総
収集運搬業務の
調査・統計

ごみ量を把握し、統計資
料を参考にコース等の見
直しに反映させる。

市民・
職員

定
例
定
型

収集運搬業務の調査
統計を行い資料を作
成した。

Ａ

602
収集運搬業務の
調査・統計

（事業No.888庁内
共通庶務から分割）

（事業No1へ統合）

603 総
地域清掃ごみの
収集運搬協力

美化意識の向上と環境美
化活動の推進を図る。

市民

定
例
定
型

突発的な収集依頼に
も迅速に対応した。 Ａ

603
地域清掃ごみの
収集運搬協力

部の災害応急対策活
動マニュアルにおけ
る班の活動内容の検
証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し期日

４月 ４月 （事業No1へ統合）

604 総
市等主催事業の
ごみの収集運搬
協力

市等主催事業の協力
市民・
事業者

定
例
定
型

施設の被害状況及び
応急対策（災害等発
生時）

被害状況調査
及び応急対策

随時

地震の直
後に施設
の点検を
行い被害
のないこ
とを確認
した。

収集依頼に対して速
やかな収集運搬に努
めた。

Ａ

604
市等主催事業の
ごみの収集運搬
協力

収集作業用車両の確
保及び運用（災害等
発生時）

災害等発生時
の収集作業用
車両の確保と
運用

随時

燃料の確
保に苦慮
したが、
支障なく
収集業務
が実施で
きた。

（事業No1へ統合）
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

4 総
環境指導員制度
の推進事業

環境指導員により市民に
対し、分別方法等の指
導・啓発を行う。

市民

定
例
定
型

（事業No.888庁内
共通庶務から分割）

9,044

環境指導員地区会議
や視察研修を実施
し、職員と連携して
排出指導を行った。

Ａ 環境指導員人
数

３３０人 9,548 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
環境指導員制度
の推進事業

（事業No.888庁内
共通庶務から分割）

9,044
非常勤嘱託員として
研修会等の出席や市
民への排出指導

会議等の出席
回数

年６回 9,548 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
環境指導員制度
の推進事業

非常勤嘱託員として
研修会等の出席や市
民への排出指導

排出指導回数
年３２０
回

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

605 総
ごみの分け方・
出し方の指導、
啓発

「分け方・出し方」を各
戸に配布し、適正排出を
周知徹底させる。

市民

定
例
定
型

569

ごみの分け方・出し
方を作成して、不適
正な排出者の指導を
行った。

Ａ

605
ごみの分け方・
出し方の指導、
啓発

569 （事業No3へ統合）

605
ごみの分け方・
出し方の指導、
啓発

（事業No3へ統合）

606 総
集積場所設置の
安全確認調査

安全衛生管理上、安全且
つ効率的な収集業務を行
う。

市民・
職員

定
例
定
型

安全な収集作業を行
うため、集積場所設
置申請に伴い現地調
査を行った。

Ａ

606
集積場所設置の
安全確認調査

（事業No3へ統合）

5 総
不法投棄防止事
業

巡回により、投棄者の発
見や不法投棄を未然に防
ぐ環境作りの指導及び情
報を得る。

市民

定
例
定
型

2,297

職員による巡回監
視、及び夜間パト
ロールを行い、速や
かな原状回復に努め
不法投棄が減少し
た。

Ａ
不法投棄防止
及び監視の日
数

年２５９
日

3,775

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

5
不法投棄防止事
業

454
職員による巡回及び
監視指導

巡回日数
年２５９
日

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

5
不法投棄防止事
業

1,843 委託による夜間監視 夜間監視日数 年９０日 3,475

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

5
不法投棄対策事
業

啓発看板の作成及び
設置

看板作成及び
設置枚数・箇
所

年１３０
枚・８０
箇所

300

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

5
不法投棄対策事
業

情報交換
連絡会開催回
数

年１回

業
務
計
画

現状維
持

不
可

必
要

済 済 無 なし
予算
なし

607 総
不法投棄対策事
業

不法投棄されやすい場所
に、市民ニーズに合わせ
看板や監視カメラを設置
する。

市民

定
例
定
型

99
不法投棄が多い箇所
に看板等を設置し未
然防止に努めた。

Ａ

607
不法投棄対策事
業

99 （事業No5へ統合）

608 総
不法投棄防止対
策連絡会運営

不法投棄情報の共有化を
図り、投棄者の発見や情
報交換による迅速な対応
に努め、会を運営する。

市民

定
例
定
型

県、茅ヶ崎警察、自
治会、環境指導員と
の情報交換により不
法投棄防止に努め
た。

Ａ

608
不法投棄防止対
策連絡会運営

（事業No5へ統合）
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

609 総

事業活動に伴う
一般廃棄物排出
量の計量調査の
実施

事業系一般廃棄物の自己
処理の啓発及び一定以上
の事業者に対し、手数料
を課す。

事業者

定
例
定
型

事業系一般廃棄物の
排出量の調査計量を
行った。

Ａ

609

事業活動に伴う
一般廃棄物排出
量の計量調査の
実施

（事業No1へ統合）

610 総
事業活動に伴う
一般廃棄物排出
者の情報収集

事業系ごみの排出者の情
報を入手し、自己処理の
指導、啓発を行う。

事業
者・職

員

定
例
定
型

収集業務の中で事業
系一般廃棄物の排出
者を特定し調査を
行った。

Ａ

610
事業活動に伴う
一般廃棄物排出
者の情報収集

（事業No1へ統合）

6 総
動物死体の収集
運搬処理事業

動物死体の収集、運搬、
処理により環境衛生の保
全を図る。

申込
者・通
報者

定
例
定
型

6,852
迅速に動物死体の収
集運搬を行った。 Ａ 動物死体処理

委託件数
年１，０
００件

7,157 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
動物死体の収集
運搬処理事業

6,852
委託業者による犬猫
等の動物死体の処
理・処分の実施

処理・処分件
数

年１，０
００件

7,157 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

6
動物死体の収集
運搬処理事業

飼い主に対し、動物
処理手数料の賦課・
徴収

飼い主からの
手数料徴収件
数

年３００
件

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

611 総
特定ごみ処理手
数料の賦課及び
徴収

適正な手数料の歳入を確
保する。

賦課対
象事業

者

定
例
定
型

事業系一般廃棄物の
多量なごみ排出者に
対してごみ処理手数
料を徴収した。

Ａ

611
特定ごみ処理手
数料の賦課及び
徴収

（事業No1へ統合）

612 総
動物死体処理手
数料の賦課及び
徴収

適正な手数料の歳入を確
保する。

申込者

定
例
定
型

飼い主から動物死体
処理手数料を徴収し
た。

Ａ

612
動物死体処理手
数料の賦課及び
徴収

（事業No6へ統合）

7 総
収集車輌の整
備・点検事業

業務に支障のない計画的
な法令点検及び車検を行
う。

職員

定
例
定
型

1,914
計画的に収集車の車
検及び点検を実施し
た。

Ａ

６ヶ月、１
２ヶ月点検、
車検及び架装
部年次点検の
台数

車検：５
２台、
６ヶ月点
検：５５
台、１
２ヶ月点
検：４
台、架装
部年次点
検：４７
台

14,893 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

7
収集車輌の整
備・点検事業

1,914
車検や法令点検の実
施

車検・定期点
検台数

年１０７
台

2,333
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
収集車輌の整
備・点検事業

収集業務に支障のな
い修繕の実施

車両修繕台数
年２００
台

12,260
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
収集車輌の整
備・点検事業

円滑かつ効率的な配
車計画の実施

配車計画の策
定日

平成22
年4月1
日

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

7
収集車輌の整
備・点検事業

収集業務に支障のな
い修繕の実施

車両修繕台数 ３０台 300
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

613 総
車両修繕等指示
書の作成

業務に支障のない迅速か
つ計画的な修繕を行う。

職員

定
例
定
型

10,383

故障車や不具合車の
迅速な修繕を行い、
事故の防止に努め
た。

Ａ

613
車輌修繕等指示
書の作成

10,383 （事業No7へ統合）

614 総
管理車両の配車
計画

円滑かつ効率的な収集運
搬業務を遂行するため、
配車計画をたてる。

職員

定
例
定
型

円滑且つ効率的な収
集のための配車計画
を行った。

Ａ

614
管理車両の配車
計画

（事業No7へ統合）

615 総
収集業務体制の
策定

職員減に伴い、業務に支
障のない安全かつ効率的
な収集・運搬に対応する
職員配置を行う。

職員

定
例
定
型

収集・運搬業務に支
障のない職員配置を
策定した。

Ａ

615
収集業務体制の
策定

（事業№１へ統合）

616 総
収集日程表の作
成

収集日を周知することに
より、分別収集運搬業務
を円滑に行う。

市民

定
例
定
型

928
ごみと資源物の年間
収集日程表を市内８
地区別に作成した。

Ａ

616
収集日程表の作
成

928 （事業No3へ統合）

8 総
収集車輌購入事
業

地球温暖化に向けた取り
組みを進めるとともに市
民、事業者に向けた自動
車公害改善及び地球温暖
化に向けた普及啓発に取
り組む

職員
政
策

じんかい収集
車の整備拡充

20,124
計画的に車両の更新
をした。 Ａ 車輌購入台数

２ｔパッ
カー車

15,022

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 なし
増や
す

8
収集車輌購入事
業

20,124 老朽化車両の買替
車両の買替台
数

２ｔパッ
カー車

15,022

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
増や
す

617 総
職員配車表の作
成

円滑かつ安全で効率的な
収集運搬業務を行う。

職員

定
例
定
型

運転員・収集作業員
の配車を行った。 Ａ

617
職員配車表の作
成

（事業No１へ統合）

9 総
職員の労働安全
管理事務

職員研修を実施し、事故
等のゼロを目指す。

職員

定
例
定
型

安全運転講習（自動
車学校）や研修等を
行い、事故のないよ
う安全運転に努め
た。

Ａ 交通事故等の
発生件数

０ 208 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

9
職員の労働安全
管理事務

各種研修会等の参加
及び自主的な所内研
修

安全運転に関
わる研修会・
講習会の開催
回数

年１２回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

9
職員の労働安全
管理事務

各種研修会等の参加
及び自主的な所内研
修

安全作業に関
わる講習会の
開催回数

年６回 208 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

9
職員の労働安全
管理事務

職場の労働安全衛生
に関する検討会議

安全衛生委員
会開催回数

月１回以
上

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

9
職員の労働安全
管理事務

業務上の事故等の職
員や相手方への対応

業務上の事故
処理件数

年０件
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

618 総
安全作業管理に
係る職員教育の
実施

職員研修を実施し、事故
等のゼロを目指す。

職員

定
例
定
型

205
安全運転マニュアル
を遵守して安全作業
に努めた。

Ａ

618
安全作業管理に
係る職員教育の
実施

205 （事業No9へ統合）

10 総

環境事業セン
ター維持管理事
業（業務担当施
設）

定期的な保守点検や維持
管理を行う。

職員・
事業者

等

定
例
定
型

4,835
定期的な保守点検を
実施し、適正な管理
を行った。

Ａ 適正に処理し
た割合

１００％ 4,680 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

10

環境事業セン
ター維持管理事
業（業務担当施
設）

3,387 清掃 清掃回数

日常・定
期（年６
回）特別
（年２
回）受水
槽（年１
回）

3,640 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

10

環境事業セン
ター維持管理事
業（業務担当施
設）

998 各種保守点検 保守点検回数 年２０回 590 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

10

環境事業セン
ター維持管理事
業（業務担当施
設）

450 警備 警備日数 ３６６日 450 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

11 総
リサイクル展示
室の運営事業

不用品の再利用に努め、
ごみの減量化、リサイク
ルを推進する。

市民・
職員

定
例
定
型

1,279

大型ごみを修理及び
補修してリサイクル
の啓発とごみの減量
に努めた。

Ａ リサイクル展
示室利用件数

年３，０
００件

1,639 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

11
リサイクル展示
室の運営事業

1,279
大型ごみの中から、
再生可能な家具類等
の修理・補修

家具類等の修
理・補修件数

年３８５
件

1,639 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

11
リサイクル展示
室の運営事業

１月を除く毎月１日
から７日間リサイク
ル品を展示し、申込
者に抽選で提供

申込者数
年４，６
００名

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

619 総
安全衛生委員会
の運営

職場の労働安全衛生を確
保する。

職員

定
例
定
型

定期的に安全衛生委
員会を開催し職場の
労働安全衛生につい
て協議した。

Ａ

619
安全衛生委員会
の運営

（事業No9へ統合）

620 総
公務災害及び事
故処理

被災職員に対する災害補
償や事故の相手方に対応
する。

職員・
相手方

定
例
定
型

事故防止に努めた
が、発生してしまっ
た。労働災害や事故
の発生原因を確認
し、相手方に対して
誠意を持った対応を
行った。

Ｃ

620
公務災害及び事
故処理

（事業No9へ統合）

12 総
大型ごみ電話受
付事務

大型ごみ収集日程等の円
滑な運営を図る。

申込者

定
例
定
型

3,060

電話による大型ごみ
の収集を受け付け、
個別収集運搬を行っ
た。

Ａ 大型ごみ電話
予約件数

月
3,303件

3,316 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

12
大型ごみ電話受
付事務

3,060

大型ごみ収集の品
物・排出場所等の電
話受付及び収集日の
確認

電話受付件数
１日
１１４件

3,316 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

13 総
ごみ焼却処理施
設の運転維持管
理業務

焼却施設の適正な維持管
理を行い、市民の良好な
生活環境の維持を図る。

市民
（市内
外）・
廃棄物
事業者

定
例
定
型

661,512
予定どおり点検を行
い、適正な維持管理
ができた。

Ａ 運転可能な日
数

３６１日 585,672 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

13
ごみ焼却処理施
設の運転維持管
理業務

203,364 焼却施設の運転管理 業務委託日数 ３６６日 204,000 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

13
ごみ焼却処理施
設の運転維持管
理業務

121,082
（事業No.14に分
割）

13
ごみ焼却処理施
設の運転維持管
理業務

183,639 焼却施設の保守点検
保守点検実施
件数

年７件 204,490 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

13
ごみ焼却処理施
設の運転維持管
理業務

108,935
消耗品費、印刷製本
費、燃料費、原材料
費

購入費
117,18
2千円

117,182
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

13
ごみ焼却処理施
設の運転維持管
理業務

44,492 光熱水費 光熱水費
60,000
千円

60,000
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

13
ごみ焼却処理施
設の運転維持管
理業務

発電・売電事業 売電量
4,824,0
00
kwh

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

14 総
ごみ焼却処理施
設の修繕

焼却施設の排ガス等を測
定し、周辺地域への公害
対策を図る。

市民
（市内
外）・
廃棄物
事業者

政
策

運転可能な修
繕

ごみ焼却
炉　３
炉、排ガ
ス処理施
設、緊急
修繕他

105,145

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

増や
す

14
ごみ焼却処理施
設の修繕

焼却施設の修繕 修繕費
105,14
5千円

105,145

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
３号炉のバグフィル
ターのろ布の交換を
行う。

増や
す

15 総
ごみ焼却処理施
設の公害対策業
務

焼却施設の排ガス等を測
定し、周辺地域への公害
対策を図る。

焼却施
設隣接
市民

定
例
定
型

6,115

予定どおり測定を行
い、法令の規制値の
遵守及び周辺生活環
境を保全を確認する
ことができた。

Ａ 測定回数

排ガス年
6回
水質　年
16回
ごみ質年
4回
焼却灰年
12回
ＤＸＮ年

6,723 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

15
ごみ焼却処理施
設の公害対策業
務

5,654
排ガス、水質等の測
定

測定回数

排ガス年
6回
水質　年
16回
ごみ質年
4回
焼却灰年
12回
ＤＸＮ年
16回

6,223
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

15
ごみ焼却処理施
設の公害対策業
務

461 汚染負荷量賦課金 公課費 500千円 500
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
焼却施設で使用
する車両等の管
理業務

焼却施設管理の車両等の
安全運行を図る。

市民
(市内)

定
例
定
型

151

予定どおり点検を行
い、適正な車両の管
理を行うことができ
た。

Ａ 運行可能車両

フォーク
リフト１
台、バ
キューム
車１台

648 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

16
焼却施設で使用
する車両等の管
理業務

69 燃料費 燃料使用量 ４６０㍑ 53
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

16
焼却施設で使用
する車両等の管
理業務

54 車両車検等手数料 車検等件数 年１件 55
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

16
焼却施設で使用
する車両等の管
理業務

28 車両の修繕 修繕費 540千円 540
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

17 総
粗大ごみ処理施
設の運転維持管
理業務

粗大ごみ施設の適正な維
持管理を行い、市民の良
好な生活環境の維持を図
る。

市民
(市内)
・廃棄
物事業

者

定
例
定
型

41,306

ストックヤードの舗
装が経年劣化で修理
し、適正な維持管理
ができた。

Ａ 運転日数 ２０９日 21,527 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17
粗大ごみ処理施
設の運転維持管
理業務

粗大ごみ処理施設の
運転管理

運転日数 ２０９日
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

17
粗大ごみ処理施
設の運転維持管
理業務

21,789
（事業No.18に分
割）

17
粗大ごみ処理施
設の運転維持管
理業務

10,605
粗大ごみ処理施設の
保守点検

保守点検実施
件数

年２件 10,967 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

17
粗大ごみ処理施
設の運転維持管
理業務

4,367 消耗品費、原材料費 購入費
3,950千
円

3,950
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

17
粗大ごみ処理施
設の運転維持管
理業務

4,387 処理困難物の処理 委託費
6,402千
円

6,402 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

17
粗大ごみ処理施
設の運転維持管
理業務

158 ごみ質等の測定
ごみ質等の測
定回数

年１回 208 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

18 総
粗大ごみ処理施
設の修繕

粗大ごみ施設の適正な維
持管理を行い、市民の良
好な生活環境の維持を図
る。

市民
（市内
外）・
廃棄物
事業者

政
策

運転可能な修
繕

破砕機１
台、前処
理機１
台、付帯
設備１式

18,200 未 高 高 高
現状維

持
有り

増や
す

18
粗大ごみ処理施
設の修繕

粗大ごみ処理施設の
修繕

修繕費
18,200
千円

18,200 済
必
要

済
不
可

無 有り 24

粗大ごみ処理施設の
整備が３３年度以降
になるため、それま
で運転できるよう大
規模な修繕を行う。

増や
す

19 総

粗大ごみ処理施
設で使用する車
両・重機の管理
業務

粗大ごみ施設の車両・重
機の安全運行を図る。

市民
(市内)

定
例
定
型

7,571

予定どおり点検を行
い、適正な車両の管
理を行うことができ
た。

Ａ 運行可能車両

ホイル
ローダー
２台、ペ
ンチャー
１台、４
トン車４
台他

11,005 未 高 高 高
現状維

持
増や
す

19

粗大ごみ処理施
設で使用する車
両・重機の管理
業務

2,360 燃料費 燃料使用量
21,600
㍑

2,700
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

19

粗大ごみ処理施
設で使用する車
両・重機の管理
業務

384 車両車検等手数料 車検等件数 年11件 432 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

19

粗大ごみ処理施
設で使用する車
両・重機の管理
業務

4,827 車両等の修繕
修繕費、消耗
品費

7,720千
円

7,720 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

19

粗大ごみ処理施
設で使用する車
両・重機の管理
業務

0 車両等の購入・借上
借上台数
購入台数

借上
年５日
購入
１台（ﾎｲ
ﾙﾛｰﾀﾞ）

153
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 24
重機の老朽化による
更新

増や
す

20 総
最終処分場の維
持管理業務

最終処分場の適正な維持
管理を行い、市民の良好
な生活環境の維持を図
る。

市民
(市内)

定
例
定
型

焼却灰等有効
利用事業

166,306
予定どおり点検を行
い、適正な維持管理
ができた。

Ａ 運転管理日数 ３６６日 131,971 未 高 高 高 拡大 有り
増や
す

20
最終処分場の維
持管理業務

3,557
焼却残さ覆土業務
（原材料費）

覆土量
1,520ｍ
3

3,420
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

20
最終処分場の維
持管理業務

23,526
最終処分場施設運転
管理等

業務委託日数 ３６６日 25,522 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

20
最終処分場の維
持管理業務

5,598
（事業No.21に分
割）

20
最終処分場の維
持管理業務

7,033
最終処分場施設保守
点検業務

保守点検実施
件数

年３件 7,250 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

20
最終処分場の維
持管理業務

42,546
（事業No.24に分
割）
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

20
最終処分場の維
持管理業務

39,786
焼却残さ埋立処理委
託業務

残さ埋立量 1,300ｔ 39,000 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

20
最終処分場の維
持管理業務

2,792 消耗品費 消耗品費
3000千
円

3,000
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

20
最終処分場の維
持管理業務

16,425 光熱水費 光熱水費
18,009
千円

18,009
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

20
最終処分場の維
持管理業務

25,043 土地借上 借上料
29,722
千円

29,722
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

賃借料の単価が安す
ぎるとの指摘があり
民間相場に近づけ
る。

増や
す

20
最終処分場の維
持管理業務

芹沢第3処分地土地
借上

借上料
5,394千
円

5,394
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

賃借料の単価が安す
ぎるとの指摘があり
民間相場に近づけ
る。

増や
す

20
最終処分場の維
持管理業務

芹沢第3処分地の管
理（保守管理ための
除草、補修材の購
入）

除草回数 年４回 654 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

21 総
最終処分場の修
繕

最終処分場の適正な維持
管理を行い、市民の良好
な生活環境の維持を図
る。

市民
（市内
外）・
廃棄物
事業者

政
策

運転可能な修
繕

浸出水処
理施設２
カ所、埋
立地３カ
所

8,700 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

21
最終処分場の修
繕

最終処分場施設修繕
業務

修繕費
8,700千
円

8,700 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

22 総
最終処分場の公
害対策業務

最終処分場の水質等を測
定し、周辺地域への公害
対策を図る

最終処
分場隣
接市民

定
例
定
型

17,145

予定どおり測定を行
い、法令の規制値の
遵守及び周辺生活環
境を保全を確認する
ことができた。

Ａ 測定回数

放流水質
等年１２
回、ガス
年６回
ＤＸＮ２
５検体
地下水１
６検体*
１２回、
５検体*
２回、６
検体

17,628 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

22
最終処分場の公
害対策業務

17,145 水質等の測定
水質等測定回
数

放流水質
等年１２
回、ガス
年６回
ＤＸＮ２
５検体
地下水１
６検体*
１２回、
５検体*
２回、６
検体

15,999 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

22
最終処分場の公
害対策業務

芹沢第3埋立地の水
質検査
（委託）

検査回数
１２回／
年

1,629 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

23 総
最終処分場で使
用する車両・重
機の管理業務

最終処分場の車両・重機
の安全運行を図る。

市民
(市内)

定
例
定
型

6,755

予定どおり点検を行
い、適正な車両の管
理を行うことができ
た。

Ａ 運行可能車両

灰運搬車
２台、
バック
ホー２
台、ブル
ドーザー
１台

7,933 未 高 高 高
現状維

持
なし

増や
す

23
最終処分場で使
用する車両・重
機の管理業務

2,310 燃料費 燃料使用量
19,500
㍑

2,273
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

23
最終処分場で使
用する車両・重
機の管理業務

239 車両車検等手数料 車検等件数 年８件 310 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

23
最終処分場で使
用する車両・重
機の管理業務

615 車両等の修繕
修繕費、消耗
品費

1,450千
円

1,450 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

23
最終処分場で使
用する車両・重
機の管理業務

3,591 車両等の購入・借上 借上台数
年２台(小
型、大
型）

3,900 済
必
要

済
不
可

無 なし 24
灰運搬車の老朽化に
よる更新

増や
す

24 総
焼却灰等有効利
用事業

焼却残さの溶融等の処理
を行い、資源の有効利用
を図る。

政
策

再資源化処理
量

９７５ｔ 48,707

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り
増や
す

24
焼却灰等有効利
用事業

焼却残さ溶融処理委
託業務

再資源化処理
量

９７５ｔ 48,707

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 有り 24

溶融処理以外で安全
に処理できる方法を
実施する。（セメン
ト、砂に変える方
法）

増や
す

621 総
芹沢第３処分場
に係る事務

最終処分場の廃止に向け
た安定化

市民
(市内)

定
例
定
型

7,297
水質検査、除草を行
い、適正な維持管理
ができた。

Ａ

621
芹沢第３処分場
に係る事務

5,302
（事業No.20に統
合）

621
芹沢第３処分場
に係る事務

1,524
（事業No.22に統
合）

621
芹沢第３処分場
に係る事務

471
（事業No.20に統
合）

622 総
ごみ処理に係る
事務

環境事業センターで処理
されたごみの統計を取
り、ごみ処理計画に反映
させる。

市民
(市内)
・廃棄
物事業

者

定
例
定
型

前年度のごみ処理統
計を資源循環課とま
とめ、今後のごみ処
理計画の基礎データ
を作成できた。

Ａ

622
ごみ処理に係る
事務

（事業No.25に統
合）

25 総
広域処理に伴う
ごみ搬入業務

ごみ処理の適正化及び処
理費用の応分負担を図
る。

市民
(市内)
・廃棄
物事業

者

政
策

884

寒川町職員と協力し
て、搬入物調査を実
施し、許可業者への
注意喚起ができた。

Ａ
許可業者、業
者、市民、町
民受入件数

42,300
件

1,016

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

25
広域処理に伴う
ごみ搬入業務

市民及び事業者の直
接搬入ごみの受入を
行う。

受入件数
35,000
件

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
広域処理に伴う
ごみ搬入業務

一般廃棄物収集運搬
許可業者のごみ搬入
が適正に行われてい
るか検査・指導をす
る。

検査回数 年６回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

25
広域処理に伴う
ごみ搬入業務

（事業No.26に統
合）

25
広域処理に伴う
ごみ搬入業務

884

寒川町の許可業者、
町民及び事業者が直
接搬入する一般廃棄
物の受入業務を行
う。(減免含む。）

受入件数 7,300件 1,016

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持



業務棚卸評価シート（平成２３年度版） 12/13

実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

25
広域処理に伴う
ごみ搬入業務

ごみの収集、運搬、
処理に関する統計の
作成

作成時期 ６月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

26 総

広域処理に伴う
搬入ごみの賦
課、徴収に係る
業務

ごみ処理に対し、処理費
用の応分負担を求める。

市民
(市内)
・廃棄
物事業

者

政
策

936
調停どおりに賦課徴
収ができた。 Ａ

許可業者、業
者、市民、町
民賦課・徴収
件数

51,500
件

1,016 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

26

広域処理に伴う
搬入ごみの賦
課、徴収に係る
業務

搬入ごみの賦課、徴
収等に係る収納業務
を行う。

徴収件数
45,000
件

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

26

広域処理に伴う
搬入ごみの賦
課、徴収に係る
業務

936

寒川町の許可業者、
町民及び事業者が直
接搬入する一般廃棄
物の計量を行い、手
数料を徴収する。

徴収件数 6,500件 1,016 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

27 総

環境事業セン
ター維持管理事
業（管理担当施
設）

定期的な保守点検や維持
管理を行い、良好な職場
環境を保持する。

職員

定
例
定
型

毎月の安全パトロー
ル等により、職場環
境の改善ができた。

Ａ 適正に処理し
た割合

１００％ 10,957 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

27

環境事業セン
ター維持管理事
業（管理担当施
設）

(事業No.9に統合）

27

環境事業セン
ター維持管理事
業（管理担当施
設）

建物の清掃、警備、
エアコン点検、昇降
機点検等

委託料 年８件 10,957 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

28 総
講習等の参加に
よる職員のスキ
ルアップ

安全衛生法に基づく講習
を受講し、施設の安全管
理を図る。

職員

定
例
定
型

214
新たに資格の取得堕
でき、職員の資質が
向上した。

Ａ 講習会等の参
加回数

５回 461 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

28
講習等の参加に
よる職員のスキ
ルアップ

214 各種技術者会に参加 負担金
４６１千
円

461
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

29 総
電波障害対策事
業

地上デジタル化に伴う環
境事業センター共同受信
施設の撤去及び利用者の
補償

近隣の
市民及
び事業

者

政
策

電波障害対策
状況

補償費５
件、共同
受信施設
撤去工事
完了

2,363 完 高 高 高 終了 なし
減ら
す

29
電波障害対策事
業

共同受信施設の撤去 受信者数 ０件 2,363
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 23

個々の地上デジタル
放送のアンテナに切
替え後、市の共同受
信設備を撤去し事業
終了

減ら
す

30 総
ＰＣＢ廃棄物保
管及び処理委託
事業

PCB廃棄物をてきせいに
しょりします

市の施
設

政
策

PCB廃棄物の
状況

保管 未 高 高 高
現状維

持
なし

30
ＰＣＢ廃棄物保
管及び処理委託
事業

適正な保管
保管状況の届
出

６月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25
２５年度からの処理
開始に向け適正に保
管する

増や
す

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を所として迅
速的確に対処する

全市民
等

未 高 高 高 拡大 有り
増や
す

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策活
動マニュアルにおけ
る班の活動内容の検
証及び見直し

防災対策強化
実行計画に合
わせた見直し

随時
（１ヶ
月、３ヶ
月、１
年）
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

1,214,483 1,214,483 活動指標の名称 目標値 1,447,322 1,447,322

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

環境事業センター

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

環境事業センター

施策目標 ごみや資源物を効率的に収集・処理する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

22年度
の取組
に対す
る分析

888
災害応急対策活
動

施設の被害状況及び
応急対策（災害等発
生時）

被害状況調査
及び応急対策

随時 有り 24

停電時でも最終処分
場の水処理ができる
よう非常用発電機を
設置する。

増や
す

888
災害応急対策活
動

収集作業用車両の確
保及び運用（災害等
発生時）

災害等発生時
の収集作業用
車両の確保と
運用

随時

888 総
庁内共通事務
（業務担当）

定
例
定
型

62,134 62,134

888 総
庁内共通事務
(管理担当）

定
例
定
型

4,924 4,924
現状維

持

888 総 庁内共通業務

定
例
定
型

77,546 77,546
(事業No.888管理担
当と業務担当に分
割）


